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国際金融・情報通信・メディア産業などの集積
を活かし、グローバルビジネスの戦略拠点とし
て再構築

大街区による緑豊かな一体的都市空間の創造及

びアメニティの確保

公民連携のまちづくり

神田・日本橋など隣接地区との有機的連携

施行者 独立行政法人都市再生機構（UR都市機構）

面　積 約13ha

期　間 平成18年度～平成25年度　

計画の

あらまし

①都市計画道路の整備

　・千代田歩行者専用道第6号線、第7号線、
　　第8号線（新設：幅員12m）

　・補助167号線（拡幅：幅員27→31m）、
　　補助98号線（拡幅：幅員15→25m）

②市街地再開発事業区等を設け、再開発事業

　等への参加地権者の土地を集約

　 申出を行った地権者の土地を、市街地再開発
　 事業区等へ換地

施行者 有限会社大手町開発（地権者の同意による施行）

地区・面積 合同庁舎1・2号館跡地・約1.3ha

期　間 平成18年度～平成22年度　

地権者 ・全国農業協同組合中央会
・全国農業協同組合連合会

・農林中央金庫

・社団法人日本経済団体連合会

・株式会社日本経済新聞社

  UR都市機構が合同庁舎跡地を取得。
（その一部を（有）大手町開発が取得
  し、UR都市機構と共有）

建替えを希望する地権者の土地を、
合同庁舎跡地に集約換地します。

土地区画整理事業の開始

合同庁舎跡地で建替事業を
実施します。
【市街地再開発事業（第１次）】

次に建替えを希望する地権者の
土地を、第１次再開発参加地権者の
建物跡地に集約換地します。

第１次再開発参加地権者の建物
跡地で、建替事業を実施します。
【第２次事業】

第２次事業参加地権者の建物
跡地を、次の連鎖型建替えなどに
活用します。

道路等公共施設の整備

歩行者専用道路新設

道路拡幅

道路拡幅

都市再生緊急整備地域の指定（第1次指定）「東京駅・有楽町駅周辺地域」

都市再生プロジェクトとして決定（第5次決定）

「大手町合同庁舎跡地の活用による国際ビジネス拠点の再生」

「大手町まちづくり推進会議」発足

大手町まちづくり推進会議「基本方針」確認、都市公団（現・UR都市機構）へ

事業参画要請 － 合同庁舎跡地の取得及び土地区画整理事業の実施要請

「大手町まちづくり基本協定書」締結（東京都、千代田区、UR都市機構、（有）大手町開発）

UR都市機構が合同庁舎跡地（約1.3ha）を取得

大手町地区にかかる都市計画決定（土地区画整理事業ほか）

「大手町まちづくり推進に関する協定書」締結

「大手町まちづくり景観デザインガイドライン」提言
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大
手
町
は
経
済
の
国
際
化
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化

が
進
む
現
在
、
日
本
だ
け
で
な
く
世
界
の
ビ
ジ

ネ
ス
セ
ン
タ
ー
と
い
っ
て
も
過
言
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。
国
際
金
融
、
情
報
通
信
、
メ
デ
ィ
ア
な

ど
、
日
本
を
リ
ー
ド
す
る
企
業
の
オ
フ
ィ
ス
ビ

ル
が
数
多
く
立
地
し
、
日
本
経
済
の
中
枢
的
な

役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
高
度
成
長
期
を
中
心
に
形
成
さ
れ
た

こ
の
大
手
町
も
、
現
在
で
は
建
物
の
老
朽
化
も

す
す
み
、
日
に
日
に
変
貌
を
重
ね
る
ビ
ジ
ネ
ス

環
境
に
対
応
す
る
の
が
困
難
に
な
っ
て
き
て
い

ま
す
。

　
日
常
の
活
発
な
業
務
活
動
を
中
断
す
る
こ
と

な
く
、
建
物
を
連
鎖
的
に
建
替
え
て
い
く
こ
と

で
グ
ロ
ー
バ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
の
戦
略
拠
点
と
し
て

再
生
す
る
と
い
う
、
画
期
的
な
「
大
手
町
連
鎖

型
都
市
再
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
が
始
ま
り
ま
し

た
。
U
R
都
市
機
構
は
平
成
16
年
よ
り
事
業
に

参
画
し
、
同
17
年
に
合
同
庁
舎
跡
地
（
1.3
ha
）
を

取
得
、
土
地
区
画
整
理
事
業
（
13
ha
）
施
行
者

と
し
て
、
事
業
を
推
進

す
る
予
定
で
す
。

　
通
称
「
梅
田
北
ヤ
ー
ド
」
と
い
わ
れ
る
梅
田

貨
物
駅
用
地
を
中
心
と
す
る
約
24
ha
の
こ
の
地

区
は
、
1
日
2
5
0
万
人
の
乗
降
客
の
あ
る
西

日
本
最
大
の
タ
ー
ミ
ナ
ル
大
阪
駅
の
北
側
に
位

置
し
、
大
阪
都
心
に
残
る
最
後
の
一
等
地
と
し

て
注
目
を
集
め
て
き
ま
し
た
。

　
当
機
構
は
平
成
14
年
か
ら
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ

ー
と
し
て
国
際
コ
ン
ペ
や
ま
ち
づ
く
り
計
画
の

策
定
に
参
画
、
同
17
年
ナ
レ
ッ
ジ
キ
ャ
ピ
タ
ル

の
実
現
に
向
け
土
地
の
一
部
を
取
得
、
土
地
区

画
整
理
事
業
の
認
可
を
得
ま
し
た
。
同
年
10
月

に
大
阪
市
と
と
も
に
、
着
工
記
念
式
典
を
開
催
、

国
鉄
改
革
か
ら
20
年
近
く
、
よ
う
や
く
都
市
再

生
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　
基
本
計
画
コ
ン
セ
プ
ト
は
　
①
世
界
に
誇
る

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
づ
く
り
　
②
賑
わ
い
と
ふ
れ
あ

い
の
ま
ち
づ
く
り
　
③
知
的
創
造
活
動
の
拠
点

（
ナ
レ
ッ
ジ
・
キ
ャ
ピ
タ
ル
）
づ
く
り
 
④
公

民
連
携
の
ま
ち
づ
く
り
　
⑤
水
と
緑
あ
ふ
れ

る
環
境
づ
く
り
と
な
っ
て
い
ま
す
。

国鉄改革に伴い、梅田貨物駅用地は国鉄清算事業団へ継承

大阪市から要請を受けコーディネートに着手

都市再生緊急整備地域に指定

大阪駅北地区国際コンセプトコンペ実施

（H15.3結果発表）

大阪市が大阪駅北地区全体構想を公表

大阪駅北地区まちづくり推進協議会設立

大阪市が大阪駅北地区まちづくり基本計画を公表

大阪駅北地区まちづくり推進機構設立

第1期地区（区画整理、道路等）都市計画決定

鉄道建設・運輸施設整備支援機構所有地（約3ha）について
同機構と土地売買契約締結

土地区画整理事業計画認可

「ナレッジ・キャピタル・コア施設」入居希望者募集開始

（H17.12選定）

仮換地指定

着工式

S62
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施行者 独立行政法人都市再生機構（UR都市機構）

面　積 約8.6ha

期　間 平成17年度～平成27年度（平成22年度換地処分予定）

着工記念式典

新
 駅

中津地区

阪急・
茶屋町地 区

新梅田シティ

大阪駅前地区

西梅田地区

南北（シンボル）軸
広幅員の歩道空間と敷地内の空間や
建築物が一体となって、水や緑の
あふれるゆとりと風格のある空
間を創出

東西（賑わい）軸
商業施設と一体となった木漏れ日空間を創出し、
賑わいのある動線の主軸を形成

ゆとりのゾーン
ゆとりある空間となるオフィス、ホテル、住宅等

やすらぎのゾーン
都市型住宅や医療関連施設等 よそおいのゾーン

格調高い街並みを形成するハイグレードなホテルや住宅等

ナレッジ・キャピタルゾーン
新産業創造、未来生活提案のための研究・開発・ショールーム、学術機能、
商業、オフィス等

ふれあいの
ゾーン
賑わい・交流の
拠点となる商業
・オフィス等

駅前広場ゾーン
大阪の新しい玄関口としてアメニティ豊かで象徴的な空間を形成

ナレッジ・キャピタルゾーン（2）
文化・芸術を含むナレッジ・キャピタル機能の拡充、
大学、大学院のサテライト等

ひろがりのゾーン
国際的なビジネスや、広域防災、広域行政等の中枢機能分化、
エンターテイメント、メディア等

第1期先行開発区域（7ha）

JR大阪駅
新北ビル
（H23完成予定）

南北（シンボル）軸 イメージパース

東西（賑わい）軸 イメージパース

JR大阪駅新北ビル イメージパース  （JR西日本提供）

北口広場 整備イメージパース


